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道路交通法改正に関するかかりつけ医向け診断書作成参考資料の作成の経緯

○道路交通法改正により、臨時適性検査（専門医の診断、又は主治医の診断書の提出）の対象者が全国で
約４～５万人に増加することが想定される。（平成27年度は1650人）

○認知症に関する診断・治療体制については、それぞれの都道府県において特性があり、当該制度の施行に
おいては、かかりつけ医の協力も必要。

○しかしながら、認知症に関する診断については、専門医以外の医師では判断が難しいという意見があること
から、日本医師会としては、有識者とともに、専門医でないかかりつけ医が診断書作成にあたり参考となる資
料を作成することとした。

〇平成29年3月１日完成
「かかりつけ医向け認知症高齢者の運転免許更新に関する診断書作成の手引き」

（メンバー）
・篠原 彰 （静岡県医師会長、介護保険委員会委員長）
・渡辺 憲 （鳥取県医師会副会長）
・瀬戸裕司 （福岡県医師会専務理事・「かかりつけ医のた

めの認知症マニュアル」作成メンバー）
・粟田主一 （東京都健康長寿医療センター、「日医かかり

つけ医機能研修制度・「認知症」講師）

（担当役員）
担当副会長：松原副会長
担当理事：鈴木常任理事・松本（純）常任理事

（オブザーバー）
・警察庁
・厚生労働省

（担当事務局）
介護保険課、地域医療３課、
医事法・医療安全課
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かかりつけ医向け認知症高齢者の運転免許更新に関する診断書
作成の手引き

平成29年3月1日作成
公益社団法人日本医師会発行
A4・全30頁

【表紙】

【目次】

※日本医師会
ホームページで
公開しています。

公益社団法人日本医師会 2



〇「第1分類」となった高齢者がかかりつけ医に受診した場合の対応について、フローチャートでお示ししました。

公益社団法人日本医師会

第１章 かかりつけ医の対応について （P.2~5）

〇かかりつけ医が診断書を記載できるケースは、少なくとも1年以上定期的に診察を行っており、患者の心身の
状態、生活状況を、可能であれば家族からの情報も含め、よく把握できている患者さんの場合だと考えられます。
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〇認知症の診断を行うケースにあっては、単に診断書を交付するのみならず、認知機能検査の結果が良くない
ことを説明し、公安委員会の審査において免許証の更新が認められない可能性が高いことを丁寧に伝えることが
大切です。これによって、患者から免許証の更新を断念する旨の申し出があった場合、診断書を作成しないで、運
転免許証更新の手続きの取り下げを指導するのも一法です。



〇今回の改正にあたり、日本医師会、警察庁、厚生労働省で協議をした内容を踏まえて、警察庁
に留意点をおまとめいただいた他、各種様式も盛り込んでおります。
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第２章 平成29年3月施行改正道路交通法について （P.6~15）

【診断書提出命令書様式】 【医師向けの依頼書（医師の皆様へ）】
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〇３例のモデルケースについて、診断書の記載例をお示ししております。
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第３章 診断書の記載例 （P.16~27）

・事例１ アルツハイマー型認知症
・事例２ 血管性認知症
・事例３ 軽度認知障害
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〇かかりつけ医には、運転免許証を失った高齢者が引きこもったり、社会活動から遠ざ
かることのないよう支援することも重要な役割であり、高齢者とご家族を中心に、地域
の人とともに「まちづくり」という視点で支えていく事が求められます。
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第４章 高齢者の自動車等の運転と認知症の人を地域で支えるためのポイント
（P.28~29）

〇第４章では、こうした内容を以下の５点にまとめてお示ししております。

（１）引きこもりの防止、社会生活への支援
（２）自動車運転をやめた高齢者への心のケア
（３）医師・患者の信頼関係のもと認知症を診断すること
（４）代替の交通手段、生きがいを一緒に考える
（５）患者本位の安全確保

〇運転免許の返納についても、本人が納得し、運転を中止するためには、早い段階か
ら、本人だけでなく家族や周囲の関係者を含めての協議は大切であり、その場面にお
いて、信頼関係が、しっかり構築されているかかりつけ医からの説明は、大きな役割を
果たします。認知症の早い段階であれば、本人の理解を得やすいケースも多いと考え
られます。
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日医かかりつけ医機能研修制度

【目的】
今後のさらなる少子高齢社会を見据え、地域住民から信頼される「かかりつけ

医機能」のあるべき姿を評価し、その能力を維持・向上するための研修を実施する。

【実施主体】
本研修制度の実施を希望する都道府県医師会

【かかりつけ医機能】
１．患者中心の医療の実践
２．継続性を重視した医療の実践
３．チーム医療、多職種連携の実践
４．社会的な保健・医療・介護・福祉活動の実践
５．地域の特性に応じた医療の実践
６．在宅医療の実践

平成28年4月1日より実施

公益社団法人日本医師会
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【研修内容】

基本研修

・日医生涯教育認定証の
取得。

応用研修 実地研修

・社会的な保健・医療・介
護・福祉活動、在宅医療、
地域連携活動等の実践。

規定の活動を２つ以上実
施（10単位以上取得）

３年間で上記要件を満たした場合、都道府県医師会より
修了証書または認定証の発行（有効期間3年）。

日医かかりつけ医機能研修制度

・日医が行う中央研修、
関連する他の研修会、お
よび一定の要件を満たし
た都道府県医師会並び
に郡市区医師会が主催
する研修等の受講。

規定の座学研修を１０単
位以上取得

公益社団法人日本医師会
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・修了申請時の前３年間において下記項目より10単位以上を取得する。
単位数については１～８の各項目につき最大2回までのカウントを認める。
下記１～６については、それぞれ１つ以上の科目を受講することを必須とする。

下記１～６については、日医が作成した規定のテキストを使用する。

1．かかりつけ医の「倫理」、「質・医療安全」、「感染対策」 （各１単位）
2．「健康増進・予防医学」、「生活習慣病」、「認知症」 （各１単位）
3．「フレイル予防」、「高齢者総合的機能評価（CGA）・老年症候群」 （各１単位）
4．かかりつけ医の「栄養管理」、「リハビリテーション」、「摂食嚥下障害」 （各１単位）
5．かかりつけ医の在宅医療・緩和医療 （１単位）
6．症例検討 （１単位）

7．「地域包括診療加算・地域包括診療料に係るかかりつけ医研修会」等※の受講 （２単位）
※平成26年10月13日に開催した日本医師会在宅医リーダー研修会を含む、日本医師会、都道府県医師会、
郡市区医師会が主催する当該研修会に準ずる研修会。

8．「かかりつけ医認知症対応力向上研修」の修了 （１単位）

応用研修

日医かかりつけ医機能研修制度
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公益社団法人日本医師会

今回の道交法改
正に関する手引き
を作成したことを
説明予定です。
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地域で支えるために
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かかりつけ医は、地域の中で認知症の高齢者を中心とする医療・介護の支援をすることが
求められている。

さらには公共交通機関の確保や買い物支援といった生活全般を社会全体で支える地域包
括ケア体制とまちづくりについて、関係機関と連携しながら一層推進することが必要。

【日本医師会としての取組】

○「かかりつけ医向け認知症高齢者の運転免許更新に関する診断書作成の手引き」作成。
〇警察庁と協議の上、高齢者の運転や移動手段の問題等について、都道府県医師会と都道
府県警察との情報交換を行う場の設置を支援。
○日医かかりつけ医機能研修制度のカリキュラムにおいて、かかりつけ医が認知症への理
解を深め、日常診療の中で患者さんに対応できるような内容を盛り込む。
・認知症に関する知識や診療技術
・行政や関係する多職種との連携、患者・家族を支える視点での症例検討

○日本医師会介護保険委員会において、認知症の方を支える地域包括ケアシステムの推進
に向けた検討を行っている。

【地域における取組】

かかりつけ医や地域医師会は、「認知症の方を支える」ために、これまで連携をしていた医
療や介護、福祉関係者だけでなく、警察や消防、公共交通機関、法律関係、企業、商店街や
商業施設といった分野の方の連携も必要となる。また、子供や若い世代への理解を深めるた
めにも、学校などの教育機関との連携も重要となってくる。「まちづくり」の視点を持って、地域
全体で取り組むことが求められる。



「認知症の方を支える」ことを一つのきっかけに、国のレ
ベルでも地域においても、これまであまり接点のなかった
方々が繋がっていき、「誰にでもやさしいまちづくり」が進
むことを期待する。

・平成27年1月に策定された新オレンジプランは、省庁の枠組みを超えて取り組
むべき内容が示されているが、横のつながりが薄かった。

・医療や介護といった分野だけでなく、国においても率先して経済・法曹・教育と
いったあらゆる分野に向け、連携をうながしていただきたい。

社会全体で認知症の人を支える取り組みが進めば、「誰にでもや
さしい社会」になっていく。

他国に先駆けて超高齢社会となったわが国のあり方が、
世界の中で一つのモデルとして示せるのではないか。

国への期待
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ご清聴ありがとうございました。
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